
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

物価高騰支援事業費（民間保育所等
分）

①エネルギーや生鮮食品などの物価高騰の影響により、
民間保育所等の給食材料費の高騰が見込まれるため、給
食提供に係る質の確保及び保護者負担の軽減を目的とし
て、食材料費高騰相当分を支援する。

②補助及び交付金（給食材料費）

③食材料費の物価高騰相当分　27,044千円
【積算内訳（物価上昇率16％により算出）】
　基準額（月額：4,500円）⇒ 16％増額分：720円（Ａ）
　年間延べ喫食者数 ⇒ 37,560人 （Ｂ）
　高騰分 ⇒（Ａ）×（Ｂ）≒27,044千円

④保護者等

R7.4 R8.3

2

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

物価高騰支援事業費（公立認定こど
も園分）

①エネルギーや生鮮食品などの物価高騰の影響により、
公立認定こども園の給食材料費の高騰が見込まれるた
め、給食提供に係る質の確保及び保護者負担の軽減を目
的として、食材料費高騰相当分を支援する。

②消耗品費（給食材料費）

③食材料費の物価高騰相当分　10,739千円
【積算内訳（物価上昇率16％により算出）】
　基準額（月額：4,500円）⇒ 16％増額分：720円（Ａ）
　年間延べ喫食者数 ⇒ 14,915人 （Ｂ）
　高騰分 ⇒（Ａ）×（Ｂ）≒10,739千円
　※財源のその他は教職員分（2,260千円）

④保護者（職員は除く）

R7.4 R8.3

3

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

物価高騰支援事業費（小学校分）

①エネルギーや生鮮食品などの物価高騰の影響により、
小学校の給食材料費の高騰が見込まれるため、給食提供
に係る質の確保及び保護者負担の軽減を目的として、食
材料費高騰相当分を支援する。

②委託料（給食材料費）

③食材料費の物価高騰相当分　56,314千円
【積算内訳（物価上昇率16％により算出）】
　令和7年度学校給食費（256円/1食）
　⇒ 16％増額分：40円 (Ａ)
  喫食者数 ⇒ 7,610人 (Ｂ)
  提供回数 ⇒ 185回（R7.4月～R8.3月）(Ｃ)
　高騰分 ⇒ (Ａ)×(Ｂ)×(Ｃ)≒56,314千円
　※財源のその他は教職員分（5,728千円）

④保護者（教職員は除く）

R7.4 R8.3

4

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

物価高騰支援事業費（中学校分）

①エネルギーや生鮮食品などの物価高騰の影響により、
中学校の給食材料費の高騰が見込まれるため、給食提供
に係る質の確保及び保護者負担の軽減を目的として、食
材料費高騰相当分を支援する。

②消耗品費（給食材料費）

③食材料費の物価高騰相当分　37,835千円
【積算内訳（物価上昇率16％により算出）】
　令和7年度学校給食費（330円/1食）
　⇒ 16％増額分：52円 (Ａ)
  喫食者数 ⇒ 4,273人 (Ｂ)
  提供回数 ⇒ 170回（R7.4月～R8.3月）(Ｃ)
　市民向け試食会高騰分 ⇒ 1,175回×52円 ＝ 61,100円
（D）
　高騰分 ⇒ (Ａ)×(Ｂ)×(Ｃ)＋（D)≒37,835千円
　※財源のその他は教職員分（3,536千円）

④保護者（教職員は除く）

R7.4 R8.3
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5
⑦中小企業等に対
するエネルギー価格
高騰対策支援

地球温暖化対策事業費（中小企業等
ＬＥＤ化促進事業補助金）

①電気料金の高騰の影響を受けている市内事業所の負
担を軽減するため、市内事業者の事業所のLED化に要す
る経費の一部を支援し、電気使用量（料）の削減を図る。

②補助及び交付金

③市内事業者の事業所のLED化に要する経費
【積算内訳】
　補助上限額 ⇒ 400,000円/件（Ａ）
　補助件数 ⇒ 10件（Ｂ）
　事業費 ⇒ （Ａ）×（Ｂ）≒4,000千円

④市内事業者（中小企業等）

R7.4 R8.3


